
４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑
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☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和6年9月

令和 5年度

バリアフリー化推進事業 40610100

高齢者、障害者等を含めた全ての道路利用者が安全で快適に通行できる道路整備

3 都市基盤の保全・整備

61 安全で持続可能な道路機能の保全・整備

その他の事務事業  ～

都市整備部 道路課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律、道路法、府中市交通バリアフリ-基本構想等

該当なし 該当あり 地域福祉推進区市町村包括事業補助

道路利用者

高齢者、障害者等を含めた全ての道路利用者の通行の利便性及び安全性の向上を目指す。

歩道と車道との段差解消
歩道の傾斜の緩和
歩道の有効幅員の確保
歩道への視覚障害者誘導用ブロック設置

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
※数値の比較や推移で評価
することがなじまないため
指標の設定は行わない

-

-

- - - - -

- - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 1

12,471,000 23,021,000 118,000,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

6,235,000 11,510,000 59,000,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 10,000,000 27,000,000 0 0 0

6,236,000 1,511,000 32,000,000 0 0 0

12,471,000 23,021,000 118,000,000 0 0 0

0 22,113,300 109,488,500 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 42,911,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 7,000,000 46,000,000 0 0 0

0 15,113,300 20,577,500 0 0 0

0.0% 96.1% 92.8% 0.0% 0.0% 0.0%

0.80 1.67 1.77

6,240,829 13,464,708 14,087,046

0 0 0

0 0 0

509,623 1,013,685 1,012,483

6,750,452 36,591,693 124,588,029 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

バリアフリー化推進事業

- 2 -

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

多磨霊園南参道のバリアフリー化整備に係る詳細設計を行った。 計画通りバリアフリー化整備に向けて設計を行った。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

多磨霊園南参道のバリアフリー化整備について、6工区中１工区目の工事を行
う。

全ての人が安全で快適に移動でき、歩行者等の道路交通の円滑化が図れるよう
、バリアフリーの考えに基づく道路整備事業を計画的に行う。

R 5年度実績（Do） R 5年度評価（Check） B　現状のまま継続

多磨霊園南参道のバリアフリー化整備について、6工区中１工区目の工事を行
った。

計画通りバリアフリー化整備工事を行った。

□ □ □ R 5年度評価に基づく見直し（Action）

R 6年度の具体的な取組（Plan） R 6年度の方向性（Plan）

多磨霊園南参道のバリアフリー化整備について、6工区中２工区以降の沿道住
民と設計内容の合意形成を図る。

全ての人が安全で快適に移動でき、歩行者等の道路交通の円滑化が図れるよう
、バリアフリーの考えに基づく道路整備事業を計画的に行う。

R 7年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

全ての人が安全で快適に移動できるよう、ユニバーサル
デザインを推進し、歩行者等の道路交通の円滑化を図る
ため、計画的に歩道のセミフラット化や視覚障害者誘導
用ブロック整備などのバリアフリー化整備事業を行う。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

バリアフリー化推進事業

- 3 -

R 5年度 R 6年度R 5年度 R 6年度

1 01 40 10 15 1050300 みちづくりバリアフリー化整備事業費　建設工事費 118,000,000 109,488,500

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 118,000,000 109,488,500



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑
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☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和6年9月

令和 5年度

道路関係広域連携事業 40610200

道路整備の推進に関する国等への要請行動等

3 都市基盤の保全・整備

61 安全で持続可能な道路機能の保全・整備

その他の事務事業  ～

都市整備部 道路課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

該当なし 該当なし

国会議員、国土交通省、財務省、東京都等

道路、橋りょう等の整備促進及び予算の確保を目指す。

東京都及びその周辺の道路整備の促進と道路交通網の整備促進に関する要請行動等
東京都の多摩・島しょ地域における道路整備を促進するため、国会議員及び政府等への要請行動等
国道事業における交通渋滞の緩和及び歩行者の安全確保と道路整備促進のPR
道路整備事業を推進するため、国会議員及び政府等への要請行動等
道路建設事業の適正かつ効率的な執行の確保を図るため、技術管理等に関連する活動
都市計画道路の整備を促進するため、国会議員及び政府等への要請活動等
多摩川に架かる橋梁の新設及び拡幅の早期実現と関連道路の整備促進を目的とする要請行動等

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
※数値の比較や推移で評価
することがなじまないため
指標の設定は行わない

-

-

- - - - -

- - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

262,000 262,000 277,000 277,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

262,000 262,000 277,000 277,000 0 0

262,000 262,000 277,000 0 0 0

195,900 231,900 261,900 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

195,900 231,900 261,900 0 0 0

74.8% 88.5% 94.5% 0.0% 0.0% 0.0%

0.11 0.33 0.44

891,547 2,692,942 3,521,762

0 0 0

0 0 0

72,803 202,737 253,120

1,160,250 3,127,579 4,036,782 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

道路関係広域連携事業

- 2 -

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

首都道路協議会、道路整備促進期成同盟会東京都協議会、関東国道協会、東京
都道路整備事業推進大会、東京都区市町村土木関係技術者管理連絡協議会、東
京都総合治水対策協議会、東京都街路事業促進協議会、多摩川架橋及び関連道
路整備促進協議会の要望活動

コロナ渦で書面による要望になる等はあったが、当初計画通り事業を実施でき
た。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

首都道路協議会、道路整備促進期成同盟会東京都協議会、関東国道協会、東京
都道路整備事業推進大会、東京都区市町村土木関係技術者管理連絡協議会、東
京都総合治水対策協議会、東京都街路事業促進協議会、多摩川架橋及び関連道
路整備促進協議会の要望活動

東京都周辺の道路整備の促進、道路交通の改善、道路網の整備を推進するとと
もに、道路に係る財源確保及び予算拡大等に向け積極的に取り組む。

R 5年度実績（Do） R 5年度評価（Check） B　現状のまま継続

首都道路協議会、道路整備促進期成同盟会東京都協議会、関東国道協会、東京
都道路整備事業推進大会、東京都区市町村土木関係技術者管理連絡協議会、東
京都総合治水対策協議会、東京都街路事業促進協議会、多摩川架橋及び関連道
路整備促進協議会の要望活動

東京都周辺の道路整備の促進、道路交通の改善、道路網の整備を推進するとと
もに、道路に係る財源確保及び予算拡大等に向け、当初計画どおり事業を実施
できた。

□ □ □ □ R 5年度評価に基づく見直し（Action）

R 6年度の具体的な取組（Plan） R 6年度の方向性（Plan）

首都道路協議会、道路整備促進期成同盟会東京都協議会、関東国道協会、東京
都道路整備事業推進大会、東京都区市町村土木関係技術者管理連絡協議会、東
京都総合治水対策協議会、東京都街路事業促進協議会、多摩川架橋及び関連道
路整備促進協議会の要望活動

東京都周辺の道路整備の促進、道路交通の改善、道路網の整備を推進するとと
もに、道路に係る財源確保及び予算拡大等に向け積極的に取り組む。

R 7年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

事業目標の達成に向け、継続して取り組む必要がある。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

道路関係広域連携事業

- 3 -

R 5年度 R 6年度R 5年度 R 6年度

1 01 40 10 05 0998000 負担金　首都道路協議会 31,000 30,900 31,000

2 01 40 10 05 0999000 負担金　多摩川整備促進協議会 15,000 0 15,000

3 01 40 10 05 1000000 負担金　道路整備促進期成同盟会東京都協議会 62,000 62,000 62,000

4 01 40 10 05 1002000 負担金　関東国道協会 36,000 36,000 36,000

5 01 40 10 05 1003000 負担金　東京都道路整備事業推進大会 30,000 30,000 30,000

6 01 40 10 05 1004000 負担金　東京都区市町村土木関係技術管理連絡協議会 7,000 7,000 7,000

7 01 40 15 05 1073000 負担金　東京都街路事業促進協議会 41,000 41,000 41,000

8 01 40 15 05 1074000 負担金　多摩川架橋及び関連道路整備促進協議会 55,000 55,000 55,000

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 277,000 261,900 277,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑
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☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和6年9月

令和 5年度

道路改良整備事業・都市計画道路整備事業 40610300

市道の新設・拡幅、改良整備及び都市計画道路の整備

3 都市基盤の保全・整備

61 安全で持続可能な道路機能の保全・整備

主要な事務事業  ～

都市整備部 道路課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

道路法、都市計画法、東京における都市計画の道路整備方針、府中市インフラマネジメント計画、府中市橋梁長寿命化修繕計画等

該当なし 該当なし 社会資本整備総合交付金、東京都市町村土木補助事業補助金等

道路利用者

自動車、自転車、歩行者など、全ての道路利用者が安全で快適に通行できることを目指す。
また、都市防災機能の強化、安全で快適な歩行空間の確保、良好な都市景観の創出を目的とした無電柱化を推進する。

道路事業用地の除草や管理柵の設置
都市計画道路の整備
市道の新設、拡幅、改良整備に係る測量設計、工事等の実施
橋梁の修繕に係る設計、工事等の実施
電線共同溝等の整備による無電柱化の推進
雨水きょの整備
環境に配慮された機能を持つ道路整備

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
※数値の比較や推移で評価
することがなじまないため
指標の設定は行わない

-

-

- - - - -

- - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 1

613,904,000 721,738,000 770,659,000 856,723,000 0 0

47,600,000 10,450,000 31,050,000 35,450,000 0 0

25,590,000 15,975,000 15,000,000 13,975,000 0 0

128,400,000 0 0 0 0 0

103,950,000 305,000,000 378,000,000 536,000,000 0 0

308,364,000 390,313,000 346,609,000 271,298,000 0 0

670,867,000 638,394,000 661,454,300 0 0 0

634,823,604 558,917,437 559,200,357 0 0 0

47,600,000 9,509,000 5,500,000 0 0 0

36,228,000 11,240,000 20,868,000 0 0 0

117,000,000 0 0 0 0 0

103,950,000 341,000,000 353,000,000 0 0 0

330,045,604 197,168,437 179,832,357 0 0 0

94.6% 87.6% 84.5% 0.0% 0.0% 0.0%

3.41 4.67 5.08

26,746,410 37,701,183 40,500,258

0 0 0

0 0 0

2,184,102 2,838,319 2,910,889

663,754,116 599,456,939 602,611,504 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

道路改良整備事業・都市計画道路整備事業

- 2 -

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

道路・街路事業予定地の維持管理を行った。
清水が丘１・３丁目地内新設道路の一部において埋蔵文化財発掘調査を行った
。

道路新設・拡幅改修事業については、着実に計画通り取り組んだ。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

道路・街路事業予定地の維持管理を行う。
府３・４・１６号（二期区間）については、道路予備修正設計及び電線共同溝
予備設計を行う。
市道４－５２号及び市道４－５４号については、電線共同溝予備設計を行う。
清水が丘１・３丁目地内新設道路の一部における埋蔵文化財発掘調査の成果と
りまとめを行う。

道路新設・拡幅改修整備を着実に推進するため、事業を計画的に進める。

R 5年度実績（Do） R 5年度評価（Check） B　現状のまま継続

道路・街路事業予定地の維持管理を行った。
府３・４・１６号（二期区間）については、道路予備修正設計及び電線共同溝
予備設計を行った。
市道４－５２号及び市道４－５４号については、電線共同溝予備設計を行った
。

道路新設・拡幅改修整備事業を計画通り着実に取り組んだ。

□ □ □ R 5年度評価に基づく見直し（Action）

R 6年度の具体的な取組（Plan） R 6年度の方向性（Plan）

道路・街路事業予定地の維持管理を行う。
都市計画道路３・４・１１号線については、電線共同溝予備設計を行う。
都市計画道路３・４・１６号線については、道路詳細設計及び電線共同溝詳細
設計を行う。
清水が丘１・３丁目地内新設道路については、東側区間の道路認定を行う。
新庁舎外周道路（市道４－５０号、５２号及び５４号）については、道路詳細
設計及び電線共同溝詳細設計を行う。

道路新設・拡幅改修整備を着実に推進するため、事業を計画的に進める。

R 7年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

道路新設・拡幅改修整備はこれまで計画的に進めてきて
おり、今後も事業を着実に推進する。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

道路改良整備事業・都市計画道路整備事業

- 3 -

R 5年度 R 6年度R 5年度 R 6年度

1 01 40 10 05 0996000 道路事業用地管理費 3,376,000 3,160,348 5,292,000

2 01 40 10 05 1005000 負担金　東京都総合治水対策協議会 50,000 50,000 50,000

3 01 40 10 15 0639505 道路改良整備事業費　測量設計委託料 1,870,000 1,702,910

4 01 40 10 15 0639515 道路改良整備事業費　建設工事費 21,230,000 15,718,135

5 01 40 10 15 1019500 道路新設整備事業費　埋蔵文化財発掘調査委託料 22,000,000 8,424,175

6 01 40 10 15 1020100 道路拡幅改修整備事業費　測量設計委託料 8,400,000 7,667,000 33,700,000

7 01 40 10 15 1020500 道路拡幅改修整備事業費　埋蔵文化財発掘調査委託料 37,900,000

8 01 40 10 15 1022100 道路改良整備事業費　測量設計委託料 61,000,000 53,956,530 116,000,000

9 01 40 10 15 1022300 道路改良整備事業費　建設工事費 483,500,000 346,260,393 453,500,000

10 01 40 10 15 1022600 道路改良整備事業費　建設工事費 6,950,000

11 01 40 10 15 1055315 電線類地中化事業費　物件補償費 43,800,000 14,883,539

12 01 40 10 15 1055330 電線類地中化事業費　建設工事委託料 99,100,000 83,040,780 140,000,000

13 01 40 15 05 1067000 街路事業用地管理費 10,243,000 9,547,715 8,985,000

14 01 40 15 15 1102100 都市計画道路整備事業費　測量設計委託料 16,090,000 14,788,832 54,346,000

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 770,659,000 559,200,357 856,723,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑
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☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑
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令和6年9月

令和 5年度

狭あい道路拡幅整備事業 40610400

狭あい道路拡幅を推進することで市民の生活環境の向上を図ると共に安全で快適な災害に強いまちづくりを実現するために、建築基準法第４２
条第２項の規定により指定された道等の後退した部分の敷地を道路用地として寄附等を受け、助成金及び奨励金の交付並びに道路整備を行う。

3 都市基盤の保全・整備

61 安全で持続可能な道路機能の保全・整備

主要な事務事業 平成 7年度 ～

都市整備部 建築指導課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

建築基準法第４２条第２項／東京都建築安全条例第２条／府中市狭あい道路の拡幅に関する条例

該当あり 該当あり 社会資本整備総合交付金

建築基準法第４２条第２項の規定により指定された道に関する後退用地、同条の規定によりみなされた道路に接する隅切り用地及び道路法第８
条第１項の規定により市長が路線を認定した道路又は市有通路のうち、幅員が４ｍ未満のものに接する後退用地及び隅切り用地

狭あい道路の拡幅を推進することにより、市民の生活環境の向上を図るとともに安全で快適な災害に強いまちづくりを実現することを目的とす
る

建築基準法第４２条第２項道路に接する敷地で建築確認申請等をする場合は、本市と後退用地の範囲及び権原等の協議を行う。そのうえで本市
へ後退用地等の寄附等の申込みを受けた場合、測量、分筆登記、所有権移転登記等及び道路整備を行う。また、後退用地等に塀等、門及び樹木
がある場合は助成金の交付を行い、寄附していただいた後退用地等に対して奨励金を交付する。

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①市内の狭あい道路の割合

9.05

%

8.11 7.86 7.61 7.36 7.36

8.96 8.93 - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

府中市狭あい道路の拡幅に関する条例の施行に伴い、狭あい拡幅整備工事は概ね順調に実施しているが、道路の管理移管の内部手
続が遅滞しており、実績値としては微減となっている。

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

123,430,000 172,256,000 233,528,000 289,992,000 0 0

42,095,000 62,500,000 85,950,000 131,800,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 89,000,000 134,000,000 135,000,000 0 0

81,335,000 20,756,000 13,578,000 23,192,000 0 0

109,430,000 172,256,000 233,528,000 0 0 0

103,030,816 164,362,649 181,207,120 0 0 0

42,130,000 63,264,000 81,500,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 95,000,000 99,000,000 0 0 0

60,900,816 6,098,649 707,120 0 0 0

94.2% 95.4% 77.6% 0.0% 0.0% 0.0%

2.50 1.92 2.00

19,587,018 15,511,344 15,957,982

0 0 0

0 0 0

337,271 308,223 277,850

122,955,105 180,182,216 197,442,952 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

狭あい道路拡幅整備事業

- 2 -

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） A　重点化・拡大して継続

条例に基づく事業が開始されたことに伴い、例年実施している広報、ホームペ
ージ及び総合防災訓練などのイベントでの周知のほかに、自治会回覧、まちづ
くり協議会での周知（北山町・西原町及び新町・栄町）及び個別訪問を実施し
、積極的に普及啓発を実施した。

重点的に普及啓発を実施し、年間寄附目標６０件を達成した。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

引き続きイベントや自治会回覧等を活用して普及啓発に努める。また、建築行
為を伴わない狭あい道路沿道の土地所有者への戸別訪問を強化する。

狭あい道路の普及啓発活動については、個別訪問を実施し、土地所有者のご理
解を得ながら拡幅整備を実施していく。また、進捗管理を徹底し寄附をいただ
いてから整備までの期間を短縮することで年間の整備促進を図っていく。

R 5年度実績（Do） R 5年度評価（Check） A　重点化・拡大して継続

令和４年度の条例化に伴い、例年実施している広報、ホームページや総合防災
訓練などのイベントでの周知のほかに、各文化センターでのパンフレットの配
布及び個別訪問（北山町・西原町及び新町・栄町など）を実施し、積極的に普
及啓発を行った。結果、実績としては、年間で１４２件の協議を行い、寄附と
無償供用は合わせて５９件となった。

寄附等の件数は前年度（６６件）と比較し、若干減少したが、施工延長は（令
和４年度）776.88ｍから（令和５年度）784.69ｍに微増しており、着実に取組
を進めているものと捉えている。

□ □ □ R 5年度評価に基づく見直し（Action）

R 6年度の具体的な取組（Plan） R 6年度の方向性（Plan）

例年と同様に、イベントや各文化センターへのパンフレットの設置を行うとと
もに、エリアをしぼって狭あい道路に面する宅地に対し、集中的に啓発活動を
行う。
また、広報やホームページだけでなく、SNSなども率先して活用するなど、様
々な媒体による新たな情報発信の方法を検討していく。

当該制度を利用していただくための周知・啓発が求められており、積極的にこ
れに取り組んでいく。
また、事前協議から整備の完了まで、多くの工程を経る事業であることから、
１つ１つの作業を着実かつ的確に実施していくための進行管理に努めていく。

R 7年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

現状（令和６年度）の方向性を前提に取組を進めていく
こととしつつ、整備事業の増加につながらないような事
態や市民ニーズの変化を捉えた場合には、必要な検討を
行っていく。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

狭あい道路拡幅整備事業

- 3 -

R 5年度 R 6年度R 5年度 R 6年度

1 01 40 10 15 1015000 補助金　狭あい道路整備費 16,028,000 4,225,800 13,092,000

2 01 40 10 15 1017100 狭あい道路整備事業費　測量設計委託料 25,500,000 23,473,657 29,900,000

3 01 40 10 15 1017200 狭あい道路整備事業費　物件補償費 1,000,000 0 1,000,000

4 01 40 10 15 1017300 狭あい道路整備事業費　建設工事費 191,000,000 153,507,663 246,000,000

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 233,528,000 181,207,120 289,992,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑
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☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和6年9月

令和 5年度

用排水路整備事業 40610500

用排水路の維持管理及び補修更新

3 都市基盤の保全・整備

61 安全で持続可能な道路機能の保全・整備

その他の事務事業  ～

都市整備部 道路課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

該当なし 該当なし

市民

用排水路を適切に整備、維持管理し、用排水路として差し支えなく利用できることを目指す。

用排水路の維持管理
用排水路整備工事の実施

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
※数値の比較や推移で評価
することがなじまないため
指標の設定は行わない

-

-

- - - - -

- - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 1

76,476,000 59,378,000 47,800,000 19,200,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 41,000,000 18,000,000 18,000,000 0 0

76,476,000 18,378,000 29,800,000 1,200,000 0 0

83,976,000 51,626,100 61,044,900 0 0 0

78,279,257 46,135,514 54,178,149 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 16,000,000 14,000,000 0 0 0

78,279,257 30,135,514 40,178,149 0 0 0

93.2% 89.4% 88.8% 0.0% 0.0% 0.0%

1.37 1.33 1.32

10,698,564 10,771,767 10,565,285

0 0 0

0 0 0

873,641 810,948 759,362

89,851,462 57,718,229 65,502,796 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

用排水路整備事業

- 2 -

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼用排水路の適正な整備及び維持管理（除草、浚渫、Ｕ字溝設置など）を行っ
た。　
▼住吉町３丁目、四谷２丁目地内において水路改修工事を行った。  

用排水路の適正な維持管理及び整備により、地域の環境衛生向上及び溢水防止
に努めた。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

▼用排水路の適正な整備及び維持管理（除草、浚渫、Ｕ字溝設置など）を行う
。　
▼住吉町３丁目において水路改修工事を行う。  

用排水路の適正な維持管理及び整備により、地域の環境衛生向上及び溢水防止
に努める。

R 5年度実績（Do） R 5年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼用排水路の適正な整備及び維持管理（除草、浚渫、U字溝設置など）を行っ
た。
▼住吉町３丁目地内において水路改修工事を行った。

用排水路の適正な維持管理及び整備により、地域の環境衛生向上及び溢水防止
に努めた。

□ □ □ R 5年度評価に基づく見直し（Action）

R 6年度の具体的な取組（Plan） R 6年度の方向性（Plan）

▼用排水路の適正な整備及び維持管理（除草、浚渫、U字溝設置など）を行う
。

用排水路の適正な維持管理及び整備により、地域の環境衛生向上及び溢水防止
に努める。

R 7年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

地域の環境衛生向上及び溢水防止を図るため、市内の用
排水路の適正な整備及び維持管理を行う。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

用排水路整備事業

- 3 -

R 5年度 R 6年度R 5年度 R 6年度

1 01 40 10 05 0995000 法定外公共物管理費 15,400,000 16,081,342

2 01 40 10 15 1047300 用排水路整備事業費　建設工事費 32,400,000 27,796,407 19,200,000

3 01 40 10 15 1047301 用排水路整備事業費　建設工事費 0 10,300,400

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 47,800,000 54,178,149 19,200,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑
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☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和6年9月

令和 5年度

私道整備事業 40610600

私道の整備

3 都市基盤の保全・整備

61 安全で持続可能な道路機能の保全・整備

その他の事務事業  ～

都市整備部 道路課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

府中市私道整備事業実施要綱

該当なし 該当なし

市内の私人の所有する道で、一般交通の用に供されているもの

一般交通の用に供している私道の整備を行い、住民の利便性及び福祉の向上を図る。

私道整備
（１）砕石敷工事
（２）簡易舗装工事
（３）雨水ます設置工事

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
※数値の比較や推移で評価
することがなじまないため
指標の設定は行わない

-

-

- - - - -

- - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 3

700,000 1,110,000 3,600,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

134,000 222,000 720,000 0 0 0

566,000 888,000 2,880,000 0 0 0

700,000 1,110,000 3,600,000 0 0 0

656,700 881,100 3,058,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

131,340 176,220 611,600 0 0 0

525,360 704,880 2,446,400 0 0 0

93.8% 79.4% 84.9% 0.0% 0.0% 0.0%

0.11 0.72 0.72

891,547 5,834,707 5,722,863

0 0 0.05

0 0 161,236

72,803 439,261 439,995

1,621,050 7,155,068 9,382,094 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

私道整備事業

- 2 -

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

前年度申請のあった1件を整備した。
申請1件を受付け、工事に向けた予算化を行った。

実施要綱の基準に基づき、効果的な整備及び手続きを進めることができた。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

申請の受付、対応を行う。
申請箇所の工事を進める。

実施要綱の基準に基づき、効果的な整備を行っていく。

R 5年度実績（Do） R 5年度評価（Check） B　現状のまま継続

前年度申請のあった1件を整備した。 実施要綱の基準に基づき、効果的な整備及び手続きを進めることができた。

□ □ □ R 5年度評価に基づく見直し（Action）

R 6年度の具体的な取組（Plan） R 6年度の方向性（Plan）

申請の受付、対応を行う。 実施要綱の基準に基づき、効果的な整備を行っていく。

R 7年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

本来土地所有者が自己管理すべき資産であることを踏ま
え、実施要綱に基づき適正に手続き及び整備を行う。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

私道整備事業

- 3 -

R 5年度 R 6年度R 5年度 R 6年度

1 01 40 10 15 1048000 私道整備事業費　建設工事費 3,600,000 3,058,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 3,600,000 3,058,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑
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☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和6年9月

令和 5年度

地籍調査事業 40610700

国土調査法に基づく土地の所有者・面積・地目・地番の調査及び土地の境界と面積を測量する。

3 都市基盤の保全・整備

61 安全で持続可能な道路機能の保全・整備

その他の事務事業 平成19年度 ～

都市整備部 道路課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

国土調査法、国土調査促進特別措置法

該当あり 該当なし

市内全域

市内全域の土地境界を確定し、登記所に土地の正確な情報を登記する。

地籍調査事業は、国土調査法及び関係規程に基づき、一筆ごとの土地について測量、資料調査、現地立会いを行い境界を確定するものである。
市では、令和4年度から道路に接している筆界点を対象に調査を行う街区境界調査として実施する。

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①調査対象面積（換算面積）

0.02

km

0.02 0.02 0.02 0.02 0.02

0.02 0.02 - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

当初計画した街区単位で調査を実施する。

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 3

5,316,000 4,821,000 5,210,000 5,636,000 0 0

0 0 0 0 0 0

3,960,000 3,594,000 3,885,000 4,200,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1,356,000 1,227,000 1,325,000 1,436,000 0 0

5,316,000 4,822,000 5,210,000 0 0 0

5,255,000 4,760,000 4,980,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

3,435,000 3,547,500 2,800,500 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1,820,000 1,212,500 2,179,500 0 0 0

98.9% 98.7% 95.6% 0.0% 0.0% 0.0%

1.14 1.33 1.32

8,915,470 10,771,767 10,565,285

0 0 0

0 0 0

728,034 810,948 759,362

14,898,504 16,342,715 16,304,647 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

地籍調査事業

- 2 -

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

街区境界調査
　・若松町二丁目の一部　0.02k㎡（換算面積0.02k㎡）

当初計画通りに事業を実施できた。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

街区境界調査
　・若松町二丁目の一部　0.02k㎡（換算面積0.02k㎡）

継続して事業に取り組む。

R 5年度実績（Do） R 5年度評価（Check） B　現状のまま継続

街区境界調査
　・若松町二丁目の一部　0.02k㎡（換算面積0.02k㎡）

当初計画通りに事業を実施できた。

□ □ □ R 5年度評価に基づく見直し（Action）

R 6年度の具体的な取組（Plan） R 6年度の方向性（Plan）

街区境界調査
　・若松町二丁目及び緑町三丁目の各一部　0.02k㎡（換算面積0.02k㎡）

継続して事業に取り組む。

R 7年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

引続き三本木区画整理地区内を対象に実施する。
国へ調査手法について見直しを都内自治体として提言し
ていることもあり、今後の動向を注視する。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

地籍調査事業

- 3 -

R 5年度 R 6年度R 5年度 R 6年度

1 01 40 05 05 0975000 負担金　全国国土調査協会 20,000 20,000 21,000

2 01 40 05 05 0976000 負担金　東京都国土調査推進協議会 10,000 10,000 15,000

3 01 40 05 05 0978001 地籍調査境界査定事業費 5,180,000 4,950,000 5,600,000

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 5,210,000 4,980,000 5,636,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑
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☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和6年9月

令和 5年度

道路等維持管理事業 40610800

道路等の維持管理

3 都市基盤の保全・整備

61 安全で持続可能な道路機能の保全・整備

主要な事務事業  ～

都市整備部 道路課

法定事業

市に事業の一部を見直す裁量あり

道路法

該当なし 該当なし

市が管理する道路

道路等の適正な維持管理を行い、安全で快適な通行を確保する。

道路の維持管理（路面補修、陥没補修、破損等における点検・修理）
道路付属物の維持管理（街路樹、道路標識等）
道路構造物・付属物の点検、維持管理計画の作成
市民のボランティア活動の支援
道路・水路の境界確定協議
道路台帳図補正

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
※数値の比較や推移で評価
することがなじまないため
指標の設定は行わない

-

-

- - - - -

- - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

719,894,000 728,215,000 646,576,000 827,216,000 0 0

17,350,000 18,100,000 0 0 0 0

5,175,000 450,000 0 2,070,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 68,900,000 196,500,000 122,550,000 0 0

697,369,000 640,765,000 450,076,000 702,596,000 0 0

719,894,000 706,805,000 656,590,000 0 0 0

702,731,055 687,146,418 642,816,886 0 0 0

17,046,000 15,151,000 0 0 0 0

5,051,000 409,000 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 50,500,000 226,000,000 0 0 0

680,634,055 621,086,418 416,816,886 0 0 0

97.6% 97.2% 97.9% 0.0% 0.0% 0.0%

12.74 11.78 12.69

99,853,264 95,150,606 101,250,644

1 1 0.7

3,248,692 3,237,775 2,257,305

8,793,779 7,771,598 7,678,664

814,626,790 793,306,397 754,003,500 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

道路等維持管理事業

- 2 -

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） A　重点化・拡大して継続

道路等の包括管理事業を継続し、道路の破損個所や危険個所の早期発見及び修
理、樹木の剪定や除草などの適切な維持管理を行った。
九中通り、その他路線の間伐を行った。
かえで通りの低木植替えを行った。
橋梁長寿強化修繕計画の改定作業を行った。

道路等包括管理事業を継続し、民間活力を活用した維持管理が行えた。
大径木の間伐や植え替えを行いながら、樹木の定期的な維持管理を行えた。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

道路等包括管理事業を継続し、道路の破損個所や危険個所の早期発見及び補修
、樹木の剪定や除草などの適切な維持管理を行う。
ふるさと通り、その他路線の間伐を行う。
老朽化や大径木化した街路樹に対応するため、管理方針を見直す。
府中駅ペデストリアンデッキの点検を行う。

道路等包括管理事業を継続し、道路維持管理の情報を蓄積した効率的な維持管
理や施設点検による予防保全の管理を目指す。
大径木の間伐や植え替えを行いながら、樹木の定期的な維持管理を行っていく
。

R 5年度実績（Do） R 5年度評価（Check） A　重点化・拡大して継続

道路等包括管理事業を継続し、道路の破損個所や危険個所の早期発見及び修理
、樹木の剪定や除草などの適切な維持管理を行った。
ふるさと通り、中央道側道の間伐を行った。
老朽化や大径木化した街路樹に対応するため、管理方針を見直す調査を行った
。
府中駅ペデストリアンデッキの点検を行った。

道路等包括管理事業を継続し、民間活力を活用した維持管理が行えた。
大径木の間伐や植え替えを行いながら、樹木の定期的な維持管理を行えた。
老朽化や大径木化した街路樹に対応する管理方針の見直し作業を進めた。
府中駅ペデストリアンデッキの点検を行い、予防保全型の管理を進めた。

□ □ □ R 5年度評価に基づく見直し（Action）

R 6年度の具体的な取組（Plan） R 6年度の方向性（Plan）

道路等包括管理事業（全域２期）を開始し、道路の破損個所や危険個所の早期
発見及び補修、樹木の剪定や除草などの適切な維持管理を行う。
市道３－２５７号線、その他路線の間引きを行う。

効率的な維持管理や施設点検による予防保全の管理を目指す。
大径木の間引きや植え替えを行いながら、樹木の定期的な維持管理を行ってい
く。

R 7年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

民間活力を活用した道路等包括管理事業（全域２期）の
開始など、安全・安心で持続可能な道路施設の管理を行
う。
また、大規模な道路工作物や付属物について、定期的な
点検や計画的な補修により、施設の延命化を効率良く図
るとともに、予防保全の管理を進める。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

道路等維持管理事業

- 3 -

R 5年度 R 6年度R 5年度 R 6年度

1 01 10 05 40 0168900 道路等包括管理（道路構造物）事業費（２期） 3,864,000

2 01 40 10 05 0993000 道路台帳作成費 25,768,000 25,080,000 28,000,000

3 01 40 10 10 1009000 道路維持管理費　管理委託料 30,093,000 30,714,208 30,579,000

4 01 40 10 10 1009660 道路等包括管理（道路維持）事業費（債務負担行為解消分
）

86,379,000 86,378,008

5 01 40 10 10 1009850 道路等包括管理（道路維持）事業費 38,048,000 48,263,668

6 01 40 10 10 1009860 道路等包括管理（道路維持）事業費（債務負担行為解消分
）

140,196,000 139,800,304

7 01 40 10 10 1010000 道路維持管理費　光熱水費及び燃料費 7,156,000 6,476,174 6,953,000

8 01 40 10 10 1011000 道路維持管理費　諸経費 3,353,000 1,007,935 14,270,000

9 01 40 10 10 1012300 調査立会車両購入費 2,859,000

10 01 40 10 10 1012500 道路維持整備事業費　調査委託料 15,000,000 13,090,000

11 01 40 10 10 1013100 道路維持整備事業費　施設修繕工事費 10,700,000 10,657,240

12 01 40 10 10 1015500 道路等包括管理（マネジメント）事業費（２期） 39,173,000

13 01 40 10 10 1015600 道路等包括管理（舗装）事業費（２期） 155,811,000

14 01 40 10 10 1015700 道路等包括管理（清掃）事業費（２期） 85,585,000

15 01 40 10 15 1016100 境界確定事業費 21,900,000 18,288,222 24,820,000

16 01 40 10 15 1016101 境界確定事業費 11,311,000 10,722,800 1,039,000

17 01 40 10 15 1017350 道路認定事業費 6,300,000 6,269,768 13,800,000

18 01 40 15 25 1130000 街路樹管理費　管理委託料 10,050,000 6,012,600 18,330,000

19 01 40 15 25 1130700 道路等包括管理（街路樹）事業費 57,227,000 56,961,115

20 01 40 15 25 1130710 道路等包括管理（街路樹）事業費（債務負担行為解消分） 183,095,000 183,094,844

21 01 40 15 25 1130800 道路等包括管理（植栽）事業費（２期） 402,133,000

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 646,576,000 642,816,886 827,216,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑
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☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和6年9月

令和 5年度

法定外公共物管理事業 40610900

法定外公共物の維持管理

3 都市基盤の保全・整備

61 安全で持続可能な道路機能の保全・整備

その他の事務事業  ～

都市整備部 道路課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

府中市法定外公共物の管理に関する条例

該当なし 該当なし

市内にある水路・里道等の法定外公共物

法定外公共物の適切な維持管理を行い、快適な市民生活を提供するとともに機能していない法定外公共物を処分し、維持管理費の削減に努める
。

法定外公共物の適切な維持管理（草刈り、簡易舗装、構築物の改修）に努める。
機能を失った法定外公共物について、調査を実施し、隣接土地所有者に払下げの案内を行う。

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
※数値の比較や推移で評価
することがなじまないため
指標の設定は行わない

-

-

- - - - -

- - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 2

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

10,878,000 24,262,000 10,878,000 14,733,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

10,878,000 24,262,000 10,878,000 14,733,000 0 0

10,878,000 24,262,000 10,878,000 0 0 0

10,877,911 23,549,911 10,877,911 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

10,877,911 23,549,911 10,877,911 0 0 0

100.0% 97.1% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4.10 3.11 3.20

32,095,692 25,134,122 25,532,771

0 0 0.1

0 0 322,472

2,620,923 1,892,213 1,892,473

45,594,526 50,576,246 38,625,627 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

法定外公共物管理事業

- 2 -

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

行政財産としての所管替えや開発区域に接する法定外公共物について付替えを
行った。
道路等包括管理事業により維持管理を行った。

道路課として不要と判断した法定外公共物の処分を進められた。
道路等包括管理事業による民間活力を活用した維持管理が進められた。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

継続して不要と判断した法定外公共物を処分していく。
道路等包括管理事業を継続し、草刈り等の維持管理を行う。

活用が難しい法定外公共物について処分を含めた利活用を検討する。
道路等包括管理事業を継続し、草刈り等の維持管理を行う。

R 5年度実績（Do） R 5年度評価（Check） B　現状のまま継続

行政財産としての所管替えや開発区域に接する法定外公共物について付替えを
行った。
道路等包括管理事業により維持管理を行った。

道路課として不要と判断した法定外公共物の処分を進められた。
道路等包括管理事業による民間活力を活用した維持管理が進められた。

□ □ □ R 5年度評価に基づく見直し（Action）

R 6年度の具体的な取組（Plan） R 6年度の方向性（Plan）

継続して不要と判断した法定外公共物を処分していく。
道路等包括管理事業（全域２期）を開始し、草刈りや簡易舗装等の維持管理を
行う。

活用が難しい法定外公共物について処分を含めた利活用を検討する。
道路等包括管理事業（全域２期）により維持管理を行う。

R 7年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

不要と判断した法定外公共物を処分することで将来的な
維持管理コストの削減を図る。
維持管理について、道路等包括管理事業（全域２期）に
より実施する。
今後は、法定外公共物の適切な維持管理（草刈り、簡易
舗装など）に努める。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

法定外公共物管理事業

- 3 -

R 5年度 R 6年度R 5年度 R 6年度

1 01 40 10 05 0994110 道路等包括管理（法定外公共物）事業費（債務負担行為解
消分）

10,878,000 10,877,911

2 01 40 10 05 0995500 法定外公共物活用検討事業費 14,733,000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 10,878,000 10,877,911 14,733,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑
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☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和6年9月

令和 5年度

緊急整備工事事業 40611000

災害や突発的な事故等が発生した際の緊急対応

3 都市基盤の保全・整備

61 安全で持続可能な道路機能の保全・整備

その他の事務事業  ～

都市整備部 道路課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

該当なし 該当なし

道路利用者

災害等により交通障害が発生した際には、速やかに対応し通行に支障のない状態にする。

災害時に対応した応急的な道路工事等の実施

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
※数値の比較や推移で評価
することがなじまないため
指標の設定は行わない

-

-

- - - - -

- - - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 1

1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 0 0

1,000,000 1,000,000 1,000,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0.34 0.33 0.33

2,674,641 2,692,942 2,641,321

0 0 0

0 0 0

218,410 202,737 189,840

2,893,051 2,895,679 2,831,161 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

緊急整備工事事業

- 2 -

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

緊急工事を行う状況はなかった。 予算を確保し緊急時に備えた。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

災害などの緊急時に工事を実施することができるよう予算を確保する。 災害などの緊急時に工事を実施することができるよう予算を確保する。

R 5年度実績（Do） R 5年度評価（Check） B　現状のまま継続

緊急工事を行う状況はなかった。 予算を確保し緊急時に備えた。

□ □ □ R 5年度評価に基づく見直し（Action）

R 6年度の具体的な取組（Plan） R 6年度の方向性（Plan）

災害などの緊急時に工事を実施できるよう予算を確保する。 災害などの緊急時に工事を実施できるよう予算を確保する。

R 7年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

災害等緊急時に備え、継続して予算を確保する。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

緊急整備工事事業

- 3 -

R 5年度 R 6年度R 5年度 R 6年度

1 01 40 10 15 1056000 緊急整備工事費 1,000,000 0 1,000,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 1,000,000 1,000,000



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑
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☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和6年9月

令和 5年度

下水道維持管理事業 40620100

下水道管きょ等施設は、機能を発揮し役割を果たせるよう、良好な状態に保たれている必要があり、適切な維持管理に向け、点検、調査、維持
・補修等を的確に行う。

3 都市基盤の保全・整備

62 下水道施設の機能確保

主要な事務事業 昭和39年度 ～

都市整備部 下水道課

法定事業

市に事業の一部を見直す裁量あり

下水道法、同法施行令、同法施行規則、地方自治法、地方公営企業法、水質汚濁防止法等

該当なし 該当なし 該当なし

既設下水道施設（管きょ、マンホール、公共ます、取付管及びポンプ場並びに下水道用地等）

維持管理及び調査診断・評価を中心に据えたマネジメントサイクルで事業運営することで、持続的な下水道機能を確保し、かつ将来に渡りこれ
を行う。また併せて、合流式下水道の改善などに取り組む。

管きょの維持管理では、予防保全的な視点に立って、点検・調査、清掃、維持・補修をセットにしたマネジメントサイクルのもと、市内をエリ
ア分けし計画的に取り組む。押立ポンプ場の維持管理は、機能を止めることができない重要施設であることから、日常の保守管理業務から一貫
して知識・能力を有した専門業者に委託して行わせる。
その他、雨水浸透ます・浸透管の設置を促進するとともに、水質管理を適正に行うため、流域下水道接続点、雨天時の雨水吐き、及び特定施設
等事業場において、定期的に水質検査を実施する。

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①雨水浸透ますの設置個数

69,089

個

75,400 78,300 81,200 84,100 84,100

82,676 86,439 - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

雨水浸透ますの設置は、新築建築の件数等に左右されるが、市民及び事業者の理解・協力をもらい、計画値を上回っている。

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0.00 0.00 9.20

0 0 73,406,717

0 0 0.8

0 0 2,579,778

0 0 0

0 0 75,986,495 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

下水道維持管理事業

- 2 -

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼管きょの調査
▼管きょの清掃
▼産業廃棄物（管清掃汚泥）の処理
▼ポンプ場等施設の保守及び維持管理
▼下水道施設耐震化詳細設計

▼当初計画どおり事業を実施した。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

▼管きょの調査
▼管きょの清掃
▼産業廃棄物（管清掃汚泥）の処理
▼ポンプ場等施設の保守及び維持管理
▼下水道施設耐震化詳細設計

▼引き続き下水道施設における維持管理事業を実施する。

R 5年度実績（Do） R 5年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼管きょの調査
▼管きょの清掃
▼産業廃棄物（管清掃汚泥）の処理
▼ポンプ場等施設の保守及び維持管理
▼下水道施設耐震化詳細設計

▼当初計画どおり事業を実施した。

□ □ □ R 5年度評価に基づく見直し（Action）

R 6年度の具体的な取組（Plan） R 6年度の方向性（Plan）

▼管きょの調査
▼管きょの清掃
▼産業廃棄物（管清掃汚泥）の処理
▼ポンプ場等施設の保守及び維持管理
▼下水道施設耐震化詳細設計
▼雨水浸透ますの設置（下水道管への雨水流入抑制）

▼引き続き下水道施設における維持管理事業を実施する。

R 7年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

定期的な管きょの点検、清掃を行い、下水道施設におけ
る適切な維持管理に努める。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

下水道維持管理事業

- 3 -

R 5年度 R 6年度

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

３　成果（参考情報）　現状分析 321

☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和6年9月

令和 5年度

下水道地震対策事業 40620200

避難所等重要度の高い施設と緊急輸送路にあるマンホールの耐震化工事を実施する。

3 都市基盤の保全・整備

62 下水道施設の機能確保

主要な事務事業 昭和39年度 ～

都市整備部 下水道課

法定事業

市に事業の一部を見直す裁量あり

下水道法、同法施行令、同法施行規則、省令、地方自治法、地方公営企業法、マスタ-プラン等

該当あり 該当あり 防災・安全交付金

管きょ、ポンプ場及び貯留施設等下水道施設

既設下水道管きょ等施設に必要な地震対策を施工することで、震災被害を未然に防ぎ、また、被災したとしても被害を最小限に食い止め、下水
道としての機能維持を確保し、市民生活や経済活動を支える基礎の部分を守る。

府中市総合地震対策計画（第Ⅲ期）に基づき、防災拠点や避難所等と下水処理施設を結ぶ管路や緊急輸送路に埋設されている管路等重要度の高
い下水道管の管路を優先して、マンホールと管きょ接続部の可とう化や液状化によるマンホールの浮上防止対策に取り組む。

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
下水道施設の地震対策工事
が必要な箇所に対する実施
済み箇所

498

箇所

550 610 670 729 729

585 623 - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

総合地震対策計画（第Ⅲ期）に基づき耐震継手の設置を行った。

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0.00 0.00 1.40

0 0 11,170,587

0 0 0.1

0 0 322,472

0 0 0

0 0 11,493,060 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

下水道地震対策事業

- 2 -

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check）

▼総合地震対策計画（第Ⅲ期）に基づき可とう継手耐震化工事　４０箇所 ▼当初計画どおり事業を実施した。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

▼地震対策として、可とう継手耐震化工事 ▼引き続き下水道施設における地震対策事業を推進する。

R 5年度実績（Do） R 5年度評価（Check） B　現状のまま継続

府中市下水道総合地震対策計画（第Ⅲ期）に基づき、可とう継手耐震化工事　
３８箇所

当初計画どおり事業を実施した。

□ □ □ R 5年度評価に基づく見直し（Action）

R 6年度の具体的な取組（Plan） R 6年度の方向性（Plan）

▼地震対策として、可とう継手耐震化工事 ▼引き続き下水道施設における地震対策事業を推進する。

R 7年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

計画に基づき、適切に事業を進めていく。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

下水道地震対策事業

- 3 -

R 5年度 R 6年度

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計



４　事業費・人件費等の推移

（事業費）

（人件費）

（間接経費）

当 初 予 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

予 算 現 額

決 算 額

国 庫 支 出 金

（単位：円、人）

事務事業評価シート

計画値

総 コ ス ト

間 接 経 費

職 員 数

執 行 率

職 員 人 件 費

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

（※）要因の類型

根 拠 法 令 等

国土強靭化地域計画

事業種別 事 業 開 始 年 度 見 直 し の 裁 量

総合
計画

基本施策 主 担 当 部 課 名

施　　　策 事 業 類 型

交付金・補助金等の名称交付金・補助金等の申請

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

記載年月

対象年度

１　事務事業の概要

２　実施計画・実績（指標）

対 象

事 業 目 標

事 業 内 容

計画値

☑ ☑ ☑ ☑

要因の類型（※）

実績の評価（計画・実績の差異
の有無と差異の要因分析）

指標名

実 　績

基準値

（単位）

事業推移

計画値

実 　績

☑ ☑ ☑

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑ ☑ ☑

３　成果（参考情報）　現状分析 321

☑

要因の類型（※）

要因の具体的内容

☑ ☑ ☑

- 1 -

令和6年9月

令和 5年度

下水道老朽化対策事業 40620300

府中市下水道マスタープラン2020及び府中市下水道ストックマネジメント計画に基づき、老朽化が進んだ下水道管の布設替え、更生工事及び修
繕を計画的に実施する。

3 都市基盤の保全・整備

62 下水道施設の機能確保

主要な事務事業 昭和39年度 ～

都市整備部 下水道課

法定事業

市に事業の一部を見直す裁量あり

下水道法、同法施行令、同法施行規則、省令、地方自治法、地方公営企業法、マスタ-プラン等

該当あり 該当あり 防災・安全交付金

管きょ、ポンプ場及び貯留施設等下水道施設

下水道管きょや施設の布設替え及び更生工事等老朽化対策を推進しつつ、今後ますます需要増から費用の増大が予想されることから、財政との
バランスを取りながら、いつ、どこに、どれだけ行うか等計画性・効率性に配慮し、下水道事業の健全な財政運営を継続する。

府中市下水道マスタープラン2020に基づき策定した、公共下水道ストックマネジメント計画の方針により、まず、市内の下水処理分区の地域ご
とに下水道の老朽度とともに破損による被害の影響度等のリスク評価を行い、次に、リスク評価の高い地域から優先して管路内のカメラ調査を
行い、その結果、状態の悪い下水道管を取り換える布設替えや管の内部を更生する等の対策工事を施工する。

R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度

①
下水道管の老朽化対策工事
が必要な延長に対する実施
済み延長

7.7

km

14.3 16.6 18.9 21.2 21.2

9.24 10.2 - - -

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □

令和５年度のストックマネジメント計画に基づき、管更生工事を９７２ｍ、布設替工事を２ｍ実施した。

1 2 3 4 5 6 7 8

□ □ □ □ □ □ □ □

1 概ね計画通り実施した

2 市民等のニーズが増加し計画を上回った

3 社会経済状況により必要性が高まり計画を上回った

4 市民等のニーズが減少し計画を下回った

5 社会経済状況により必要性が低下し計画を下回った

6 行政サービス供給を阻害する要因があり予定通り実施できなかった

7 行政サービス供給体制に課題があり予定通り実施できなかった

8 その他

R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度 R 7年度 R 8年度

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 1

② 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 1

③ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0.00 0.00 2.40

0 0 19,149,578

0 0 0.1

0 0 322,472

0 0 0

0 0 19,472,051 0 0 0



事業の位置付けの詳細と今後の方向性

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

 B　現状のまま継続

 B　現状のまま継続

 C　見直し

 C　見直し

評価内容

５　ＰＤＣＡサイクルの確認と評価・改善の方針

評価内容

☑ A　重点化・拡大 ☑ ☑ ☑ D　休止・廃止

下水道老朽化対策事業

- 2 -

R 4年度実績（Do） R 4年度評価（Check）

▼府中市下水道ストックマネジメント計画に基づく管路内調査 ▼一部入札不調により工事ができなかったところもあるが当初計画どおり事業
を実施した。

□ □ □ R 4年度評価に基づく見直し（Action）

R 5年度の具体的な取組（Plan） R 5年度の方向性（Plan）

▼府中市下水道ストックマネジメント計画に基づく管更生工事
▼府中市下水道ストックマネジメント計画に基づく布設替工事
▼府中市押立ポンプ場電気設備、ゲート分解整備、スクリーン修繕工事
▼府中市押立ポンプ場電動弁、ポンプ及びクレーン撤去新設工事
▼府中市押立ポンプ場流量計等更新工事

▼引き続き下水道施設における老朽化対策事業を推進する。

R 5年度実績（Do） R 5年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼府中市下水道ストックマネジメント計画に基づく管更生工事
▼府中市下水道ストックマネジメント計画に基づく布設替工事
▼府中市押立ポンプ場電動弁等更新、電気設備等維持補修工事
▼府中市押立ポンプ場流量計修繕
▼貯留施設監視装置ＬＴＥアンテナ・アダプター交換工事

▼府中市下水道ストックマネジメント計画に基づく管更生・布設替工事は、ほ
ぼ当初計画どおり事業を実施した。
▼府中市押立ポンプ場及び貯留施設についても当初計画どおり老朽化対策を実
施した。

□ □ □ R 5年度評価に基づく見直し（Action）

R 6年度の具体的な取組（Plan） R 6年度の方向性（Plan）

▼府中市下水道ストックマネジメント計画に基づく管更生工事
▼府中市下水道ストックマネジメント計画に基づく布設替工事
▼府中市押立ポンプ場ポンプ交換・水中ミキサー更新工事
▼貯留施設幹線水位計取替工事

▼引き続き下水道施設における老朽化対策事業を計画的に実施する。

R 7年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続

1　大幅な見直しは必要ない（右欄に理由を具体的に記載）

2　見直しには法令等の改正が必須（右欄に法令等の名称を記載）

3　現状では見直しが不可能（右欄に理由を具体的に記載）

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

計画に基づき、適切に事業を進めていく。



６　構成事業一覧

当初予算額 決算額 当初予算額
事　業
コード

目項款会計

（単位：円）

予算事業名

下水道老朽化対策事業
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R 5年度 R 6年度

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計


